様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2024年2月16日 
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） にっしんおいりおぐるーぷかぶしきかいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称 日清オイリオグループ株式会社 
（ふりがな） くの　たかひさ　　 
（法人の場合）代表者の氏名　 久野　貴久　印   
住所　〒104-8285
　　　　　　　　　　 東京都中央区新川一丁目２３番１号
法人番号　1010001034887　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①ビジョン2030（含む一部変更）
②中期経営計画2021～2024年度 Value Up +
③統合報告書2023

	公表日
	①2021年3月31日（一部変更2023年5月12日）
②2021年5月19日（一部変更2022年5月11日）
③2023年9月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/company/
vision2030.pdf
一部変更https://www.nisshin-oillio.com/
assets/pdf/company/corporate/vision2030/
correction230512.pdf
②当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/assets/pdf/
company/corporate/valueup/valueup.pdf
一部変更https://www.nisshin-oillio.com/assets/
pdf/company/corporate/valueup/
correction230531.pdf
③当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/assets/pdf/
company/sustainability/report/2023/
nisshin_oillio2023.pdf

	記載内容抜粋
	a)デジタル技術による社会及び競争環境の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）
· 今後予想される社会動向『デジタルテクノロジーの発達』。（①p24）
· 当社における影響
機会：『健康に関するビッグデータの充実』、『AI・IoT等を活用した商品・サービスの充実』及び『顧客とのダイレクトな接点によるビジネスチャンス』。
リスク：『人材獲得不足による競争力の低下』。
（①p24）
· 重要となる社会課題：『デジタル活用によるイノベーション』、『デジタル活用による健康寿命延伸』。
（①p25）
b)経営ビジョンの策定・公表
· 六つの重点領域における共有価値やCSV目標を定めると共に、顧客視点では『食の新たな機能を生み出すプラットフォームの役割を担います』、『多様な価値を創造し、“生きるエネルギー”をすべての人にお届けする企業グループになります』とのビジョンを設定。
（①p7、p9、p10）
c)ビジネスモデルの方向性の公表
· 成長に向けた基本方針として『これまでよりも「もっとお客さまの近く」でビジネスを展開する』。（①p13）
· デジタル技術を活用した情報基盤の整備 ､スマートファクトリーの実現 ､研究開発の進化。（②p10）
· サプライチェーンマネジメント（SCM）改革に向けたデジタル基盤構築（③p38）
· 脂質栄養の知見を軸とした商品・サービスの提供
（③p43）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①、②取締役会の審議・決議を経て公表
③取締役会が指示・監督する執行役員会にて「統合報告書」が報告・承認され公表（取締役会には執行役員会報告として本件が報告されている）



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①中期経営計画2021～2024年度 Value Up +
②事業戦略説明会～国内油脂事業における価値創造の取り組み～
③統合報告書2023
④機構改革および役員・社員人事異動に関するお知らせ
⑤機構改革および役員・社員人事異動に関するお知らせ

	公表日
	①2021年5月19日（一部変更2022年5月11日）
②2023年3月22日
③2023年9月29日
④2021年8月6日
⑤2023年2月24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/assets/pdf/
company/corporate/valueup/valueup.pdf
一部変更https://www.nisshin-oillio.com/assets/
pdf/company/corporate/valueup/
correction230531.pdf
②当社ホームページにて公表
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/26020/
7ad5f0b7/ae0c/445e/8f14/4bcffcbd6a80/
20230323171558060s.pdf
③当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/assets/pdf/
company/sustainability/report/2023/
nisshin_oillio2023.pdf
④当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/company/news/
down2.php?attach_id=1216&uid=7500
⑤当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/company/news/
down2.php?attach_id=1512&uid=8454

	記載内容抜粋
	a)ビジネスモデル実現のための戦略
· 「持続性」と「競争優位」のための変革投資の実行
～人材・研究開発・生産基盤・環境・デジタル～。
（①p27)
· 新たなマーケティングスタイルを確立・活用することで、市場変化に対応し、「価値創造」による持続的な事業拡大」を実現する。（②p18)
· 新たなマーケティングの創生：既存の商品戦略・販売戦略に「顧客理解の深化」「営業スタイル変革」を「デジタル活用」を中心に融合させ、一気通貫したマーケティングを創生する。（②p18,p20）
· SCM（サプライチェーンマネジメント）改革に向けたデジタル投資を実施します。（③p28）
· 名古屋工場　抜本的な業務改革とICT活用でスマートファクトリー化を実現。（③p38）
· 健康状態や嗜好等のパーソナルデータを活用して生活者を理解し、パーソナルな健康課題（体質改善、体調のコントロールなど）に対する脂質栄養の知見を獲得します。（③p43）
b)デジタル技術、データ活用の内容
· 新たな価値創造に向けたマーケティング創生は、デジタルやデータを活用し、顧客理解の深化や営業スタイルの変革を進め、それらを融合することで実現する。（②p20）
· SCM（サプライチェーンマネジメント）改革に向けたデジタル投資においては、さまざまなデータを活用し、統計的な手法をもとにデータドリブンで生産計画を立てる。安定供給を維持しながら、在庫を極力圧縮し、CCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）の
短縮を実現していく。（③p28）
· 名古屋工場、ICT活用でスマートファクトリー化を実現：既存業務の抜本的な業務改革と、最新のICTを組み合わせることにより、「生産性向上・働き方改革・技術力の獲得と伝承」の実現に向けて、スマートファクトリー化を進めています。（③p38)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①②④⑤取締役会の審議・決議を経て公表
③取締役会が指示・監督する執行役員会にて「統合報告書」が報告・承認され公表（取締役会には執行役員会報告として本件が報告されている）



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	（2）④記載の「機構改革および役員・社員人事異動に関するお知らせ」
（2）⑤記載の「機構改革および役員・社員人事異動に関するお知らせ」
（2）③記載の「統合報告書2023」 （p8、p59、p60）

	記載内容抜粋
	· ビジョン2030の実現に向け、2021年9月1日付で新たに「DX推進室」を設置する。（（2）④）
· デジタル技術を活用したビジネスモデルを創出し、新たな価値を生み出すことによって社会と当社に革新をもたらすべく、2023年4月1日付で「DX推進室」と「情報企画部」を発展的に解消し、新たに「デジタルイノベーション部」を設置する。（（2）⑤）
· お客さまとの接点強化として、横浜磯子事業場に(仮)インキュベーションセンターを建設している。
お客さまと共に、一緒に手を動かしながら開発を行うことで、新たな課題解決・価値創造につなげるための共創の場として活用していきたい。（（2）③p8）
· 2022年度実績：全社デジタルリテラシー教育制度導入2024年度目標：DX推進担当者育成のための専門教育実施、職場への配置。（（2）③p59、p60）
· 社員発信でのDX推進とイノベーションを生み出す土壌づくりのため、2022年にDXアイデアの社内公募を
実施。（（2）③p59）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	（2）①記載の「中期経営計画2021～2024年度 Value Up +」（p27）
（2）②記載の「事業戦略説明会～国内油脂事業における価値創造の取り組み～」（p20）
（2）③記載の「統合報告書2023」（p16）

	記載内容抜粋
	· 「主な事業戦略」の基盤強化として、「将来の事業の持続性や競争優位につながる環境やデジタル、長期ビジョンに沿った次世代型生産基盤への変革投資を推進」（（2）①p27）
· 「新たな価値創造に向けたマーケティング創生」を実現するための「デジタル活用」の具体的な実施方策として、「営業デジタルツール（MA・SFA・CRM）やデータの整備、デジタル人材の育成」を示している。
（（2）②p20）
· 2021～2024年度で「DX投資50億円」を計画。
（（2）③p16）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①統合報告書2023
②2022年度決算説明会

	公表日
	①2023年9月29日
②2023年5月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①当社ホームページにて公表
https://www.nisshin-oillio.com/assets/pdf/
company/sustainability/report/2023/
nisshin_oillio2023.pdf
②当社ホームページにて公表
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/26020/
51389afa/c096/400a/bf85/540a1b8c12df/
20230519100109438s.pdf

	記載内容抜粋
	· 『基盤強化戦略（デジタル技術を活用した情報基盤の整備 ､スマートファクトリーの実現 ､研究開発の進化）』に関する達成度の指標として、2021～2024年度で「DX投資50億円」を設定。（①p16）
※全社KPIにも設定している。
· 『「持続性」と「競争優位」のための変革投資の実行～人材・研究開発・生産基盤・環境・デジタル～』に関する達成度の指標として、DX推進の基盤構築（2023年度目標として全社デジタルリテラシー教育100%受講、2024年度目標DX推進担当者教育のための専門教育実施、職場への配置）を設定。（①p57）
※全社KPIにも設定している。
· 新たな価値創造に向けたマーケティング創生の達成度を図る指標として、国内油脂における営業利益成長率（CAGR）5%、ROIC 5％を2030年度に向けた全社KPIに設定。（②p20）
· 全社KPIは毎年結果評価を行い、戦略の進捗状況を管理している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2023年5月19日
②2023年11月16日
③2023年9月29日

	発信方法
	①当社ホームページにて、動画、説明資料を公表。
https://www.nisshin-oillio.com/inv/ir_library/
presentation.html
（「Library」内の2022年度決算説明会）
②当社ホームページにて、動画、説明資料を公表。
https://www.nisshin-oillio.com/inv/ir_library/
presentation.html
（「Library」内の2023年度第2四半期決算説明会）
③当社ホームページにて公表。
統合報告書2023（社長メッセージ）
https://www.nisshin-oillio.com/assets/pdf/
company/sustainability/report/2023/
nisshin_oillio2023.pdf

	発信内容
	· 新たな価値創造に向けたマーケティングの創造と拡大の達成度を図る指標として、国内油脂における営業利益成長率（CAGR）5%、ROIC 5％に設定。（①資料p20）
· 脂質の健康情報についての提供人数　2021～2024年度目標、4年間累計6,000万人に対し、2023年度上期までの状況は5,102万人。（②資料p19）
· 化粧品油剤におけるインバウンドマーケティングの強化に向けた専用サイトの立ち上げ。（②資料p22）
· デジタルも活用しバリューチェーン全体の顧客接点を強化お客さまと共に新たな価値を創造する。（③p8）
· 今はまだ当社のお客さまではない「潜在顧客」との接点構築にも注力しています。新たな試みとして、専用サイトを通じた業務用の潜在的なお客さまとのオンラインでの接点構築を開始しました。また、ホームユースでは、小売店頭でのデジタル活用などを通じて、購入を検討しているお客さま一人ひとりとの接点を強化させていく考えです。デジタルの活用を通じお客さまに対する理解をより深め、さらなる価値創造につなげたいと考えています。（③p9）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年11月～12月上旬。

	実施内容
	「DX推進指標」に基づき自己診断を行い、結果をIPAの自己診断結果入力サイトに入力。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年1月頃～2023年11月頃
（前回申請以後の期間を対象とする）

	実施内容
	①当社の重要リスクである「情報セキュリティ」に関するリスクへの対応に関して、以下の対応を実施していることをホームページや有価証券報告書に示してい
る。
https://www.nisshin-oillio.com/inv/management/
risk.html
有価証券報告書第151期（自2022年4月1日至2023年3月31日）（p35）
· 当社グループは、情報システムの安定稼働、信頼性向上、情報漏洩防止のため、ツールによるセキュリティ対策を実施するとともに、従業員教育や訓練を実施
し、リスクが顕在化しないように取り組んでおりま
す。
また、セキュリティ事故発生に備え、対応マニュアルや連絡体制を整備しております。
情報セキュリティ委員会では、情報セキュリティ対策について定期的な報告を受け、評価および見直しを実施しております。
②具体的な対応状況は以下の通り。
[bookmark: _Hlk151566716]a)J-SOXのIT統制において、毎年、内部監査及び外部監査を実施。監査結果は取締役会に報告している。
b)外部専門企業によるセキュリティアセスメントを随時実施し、対策立案に活用。
c)直近での主なサイバーセキュリティ対策。
· サイバーセキュリティ保険への加入、EDRソリューションおよびSOCの導入、ランサムウェア対策強化としてバックアップソリューションを更新　等



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

